
市民活動総合センターの評価方法について 

 

Ⅰ 評価報告書の構成 

１ 全体評価  

冒頭で協定書の水準を満たすような管理運営がされていたかどうかを端的な

一文で述べたうえで、特に優れた点や改善が必要な点、結果に至るまでの工夫

や努力に対する評価についても記載する。 

 ２ 個別項目評価  

従来と同じ項目（以下の項目）について、文章での評価を記載する。 

（１）事業内容（①情報提供 ②相談 ③育成 ④交流・連携） 

（２）サービス向上 

（３）施設管理 

（４）執行体制 

（５）財務状況 

 

Ⅱ 評価の視点 

  京都市と指定管理者が締結している協定書中の仕様書に記載されている「業務の基

本方針」及び指定管理者が応募時に提案した「１０の運営方針」が業務全般を通じて

実現されたうえで、仕様書の水準を満たす運営がなされているかという視点で評価を

行う。なお、評価に当たっては、実施業務による結果や成果だけでなく、その過程に

ついても評価対象とする。 

 

 評価の手順  

① 第１回委員会 

指定管理者から事業報告（事業報告書、プレゼンテーション）及び質疑応答 

  →[評価委員会] 

 各自評価シートに評価等を記入し、後日事務局に提出 

  →[事務局] 

評価シートを踏まえ、評価報告案を作成 

② 第３回委員会 

   事務局で作成した評価報告案について、全体評価（端的な一文）及びその他の内

容を検討 
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＜評価報告書の記載イメージ＞ 

 

１ 全体評価 

［一文で端的に評価を記載］ 

京都市が提示している業務の基本方針及び指定管理者が提案した１０の運営方針の

全ての項目において高いレベルの水準が保たれ、安定した管理運営と充実したサービス

提供が行われていることを評価する。また、現状に甘んじることなく、利用者目線で時

勢に応じたきめ細かなサービスを提供し、新しいことに挑戦する姿勢を高く評価する。 

※ 評価文の形式は定めず、毎年度の評価に応じた一文とする。 

 

［評価の詳細や理由を記載］（これまでの全体評価と同内容。以下は令和５年度評価を引用。） 

長年、総合センターの指定管理者として管理・運営を担ってきた実績があり、十分な

適格性と能力が認められる。事務処理、施設管理、事業の企画・運営など、全てにおい

て高いレベルの水準が保たれている。予算や人員など限られたリソースの中で安定した

管理・運営が行われ、市民活動センターとして広域な役割遂行がなされていることを評

価する。 

 コロナ禍を経て、市民活動を取り巻く社会環境が大きく変化し、市民活動のネットワ

ークの希薄化が進む中、ＮＰＯ・市民活動団体同士の出会いの場づくりを行い、今後の

取組につながるような相乗効果を生み出すなど、市民活動のネットワーク形成に積極的

かつ自律的に取り組むことができている点を高く評価したい。 

 今後も時勢に応じたきめ細やかな対応を行っていただきたい。 

 

２ 個別項目評価 

（１） 事業内容 

① 情報提供・収集事業 

② 相談事業 

③ 育成事業 

④ 交流・連携事業 

（２）サービスの向上 

（３）施設管理 

（４）執行体制 

（５）財務状況 



 

 

京都市市民活動総合センターの管理に関する協定書 仕様書（抜粋） 
 

２ 業務の範囲及び基本方針に関する事項 

（２）基本方針 

ア 公設市民営の推進 

センターは，本市の条例で定める「公の施設」であるが，その管理運営については，広く市民，

利用者，市民活動団体が参画する「市民営」を目指すための運営体制・方針を整備し，本市と市

民とのパートナーシップを積極的に推進するものとする。 

また，センターは，具体的な事業の推進に当たり，事業実施の様々な過程において，利用者で

ある市民や市民活動団体の幅広い参画を得るよう努めるものとする。 

イ 第三者機関の設置 

乙は，幅広い委員で構成する第三者機関を設置し，センターの管理運営についての意見等を聴

取するとともに，事業への参画を求めるなど，当該第三者機関との連携に努めるものとする。 

ウ 評価委員会による評価及び助言等の反映 

乙は，甲が設置する京都市市民活動総合センター評価委員会の評価及び助言等をセンターの管

理運営に的確に反映させるものとする。 

  エ 関係機関との連携・協力 

 センターは，地域社会の課題解決に向けて多様な分野の活動を紹介し，異分野同士の交流・ 

 連携を促進してネットワークを形成する場として，市民活動団体をはじめ，自治会等の地域団体， 

 大学，企業及び行政機関等と連携し，これらの団体が抱える課題に直に寄り添うことで，地域社

会を支える活動を促進することとする。 

  また，幅広い市民活動を総合的に支援する施設として，地域におけるまちづくりの拠点となる

区役所・支所及び「まちづくりアドバイザー」(*)との連携・協力の下，地域レベルのまちづくり

活動の一層の促進を図ることとする。 

(＊)「まちづくりアドバイザー」とは，まちづくりに関する専門的な立場から，区役所・支所の職員とともに， 
区民の自主的活動を支援し，区役所・支所が実施する「まちづくり事業」全般の企画・運営への助言等を行う本 
市の非常勤嘱託員のことである。 

  オ いきいき市民活動センターとの連携 

    乙は，いきいき市民活動センターと情報の共有化や事業を通じた交流等を行うことにより，両

センターがお互いの特色を生かしながら，市民活動の発展段階に応じた支援が行えるよう，より

一層連携を深めるための取組を促進するものとする。 

  (＊)「いきいき市民活動センター」は，市民公益活動はもとより，サークル活動など市民活動を幅広く支援し

ていくため，市民がいきいきと活動できる場所と機会を提供する施設である。 

カ 分野別センター間の連携 

乙は，福祉ボランティアセンター，長寿すこやかセンター，景観・まちづくりセンター，生涯

学習総合センター，男女共同参画センター，青少年活動センター，環境保全活動センター，国際

交流会館その他の分野別センターと連携し、当該分野別センターの資源及び特性を生かしながら、

特定の分野や領域を超えて市民活動を総合的に支援するものとする。 

  キ 災害時の支援拠点 

乙は、甲及び京都市福祉ボランティアセンター指定管理者との連携の下、「京都市災害ボランテ

ィアセンター」構成員として平常時における関連業務及び大規模災害時の役割を担うこととする。 

 



 

４ 事業等の実施に関する事項 

センターにおける事業等は、乙が指定管理者の指定の申請に際し提案した次に掲げる内容を基本と

し、その詳細は、年度ごとの事業計画において定めるものとする。 

なお、乙は、事業等の実施に当たって、利用者から実費相当額の負担を求めようとするときは、あ

らかじめ甲の承認を受けなければならない。また、甲は、次に掲げる内容以外に、乙から自身の特長

を生かした新たな事業展開の提案があった場合は、乙と協議のうえ、具体化の可能性等について検討

していくこととする。 

（１）情報収集・提供 

市民活動の活動段階に応じた市民活動情報の収集と提供 

○ 市民活動情報の収集・提供 

○ 活動団体紹介や講座内容等の動画配信 

    ○ 機関誌の発行 

    ○ 市民活動に関する図書等の収集・管理 

    ○ 資金調達（寄附金、助成金、クラウドファンディング等）、会計、税務、労務その他市民 

活動団体の運営に関する情報の収集・提供 

    ○ 市民活動団体情報の簡易データベースの運営及び収集した情報のホームページへの掲載 

    ○ 電子メール（メールマガジン）、ＳＮＳ等による情報の発信 

○ センターホームページの維持管理 

   ○ 市民活動団体の情報発信力強化のための支援 

   ○  市民活動団体や本市のチラシ、ポスター等の掲示物の管理 

（２）相談 

   専門的な経験と知識に基づく正確かつ円滑な相談対応 

    ○ 幅広い分野の市民活動及び社会貢献活動等に関する各種相談 

    ○ 寄付金（クラウドファンディングを含む）、助成金等による資金調達に関する相談・支援 

    ○ 特定非営利活動法人格取得に向けた相談 

    ○ 特定非営利活動法人の認証及び認定の申請、事業報告書等の各種届出に関する事前予約制 

     による相談（制度の概要説明、認証・認定の要件確認、書類の書き方、申請方法、申請前段 

階の書類の確認等） 

    ○ 専門家による相談（会計、税務、労務、法律） 

    ○ 認定特定非営利活動法人への移行に向けた相談 

（３）育成 

活動レベルに応じた各種講座の企画・運営により、ＮＰＯや市民活動団体の組織基盤強化を図る

とともに、市民活動のすそ野を広げる取組を推進 

    ○ 研修・講座の企画・運営 

      ＮＰＯ設立講座から実務的な課題解決のための講座まで、受講者のニーズや活動レベルに

応じた内容を展開する。 

○ 市民活動の裾野を広げるための市民向け公開講座の開催 

    ○ スモールオフィスの入居団体の募集、選定事務や各種手続等の運営及び入居団体の活動支

援（インキュベーション）、入居団体の成果報告会の企画・運営 

○ ロッカー・メールボックスの各種手続、維持管理 

    ○ 市民活動の資源を活用した多様なコーディネート 

    ○ センターフロアの積極的活用による市民活動との出会いの機会の提供 



 

（４）交流・連携 

多様なセクターとの連携を図るとともに、各セクターのネットワーク作りや交流の場を創出 

  ○ 市民活動団体をはじめ、自治会等の地域団体、大学、企業及び行政機関等との連携 

  ○ いきいき市民活動センターとの連携 

  ○ 市民活動団体と地域団体の連携の促進 

  ○ 様々な分野の機関における連携 

  ○ 上記の機関等との連携による交流型イベントの企画・運営 

  ○ ボランティアコーディネートの充実 

（５）管理業務 

   利便性を高め、活動の効果や機動性を高めるサービスの開発 

○ センター内の施設管理 

利用者の満足度の高い施設運営（交流フロア・印刷室・ミーティングルーム・各種機材の

管理・運営、機器の管理及び操作指導、設備の維持・軽微な修繕、利用団体宛のＦＡＸ及び

郵便の取次ぎ、施設見学者等の対応） 

    ○ 多様な手段による利用者ニーズの把握・分析 

    ○ センター利用を促進するサービスの開発 

○ 利用統計資料の作成 

○ スモールオフィス、ロッカーに係る使用許可事務及び公金収納事務（公金の管理について

は、センター内部のチェック体制を確立させるなど、厳格に行うこと。） 

    ○ 「ひと・まち交流館 京都」内の各施設管理者との連携 

「ひと・まち交流館 京都」の災害時体制・共同管理員会への参画 

 



-8-

<指定管理者が提案した１０の運営方針＞

【変更】



-9-

【追加】

【追加】

【追加】



いきいき市民活動センターの評価方法について 

 

１ 評価の基準 

各センターの活動について、「市民活動支援・活性化事業及びサロン運営・活用事業」の取

組内容に関する評価を行うとともに、センター運営に関して、「貸館事業」、「情報の発信」、「業

務執行体制」に関する評価を行う。 

評価項目 主な着眼点 

市民活動支援・活

性化事業及びサロ

ン運営・活用事業 

○計画の具体性及び独創性 
○幅広い市民の交流を目的として、広く市民の参加が得られるよう努

めているか。 

○地域、利用者及びＮＰＯなど他団体との連携 

○事業の広報方法 

○利用者ニーズの把握及び次回事業への反映の方法 

貸館事業 ○貸館業務を適正に行っているか。 

情報の発信 ○情報の発信を積極的に行っているか。 

業務執行体制 

○施設の維持管理を適正に行っているか。 

○市民活動支援に必要な人材育成がなされているか 

○管理運営業務に係る経費の取扱い 

 

２ 評価の参考とする資料等 

・ 市民活動支援・活性化事業等 

・ 貸館事業 

・ 情報の発信 

・ 業務執行体制 

   事業報告書並びに京都市が実施した業務及び財務監査結果を基に評価 

   なお、評価については、監査時点での業務執行に係るものである。 

 

３ 評価方法 

各センターの施設規模、地勢、交通利便性、人口構成等の立地条件や指定管理者の特長等、

施設管理運営上の条件がそれぞれ多様であることから、一律の評価軸で評価を行うことは困

難であると判断し、センターごとに、評価項目について、文章記述による評価を行う。 

評価に当たっては、令和６年度の評価を受けて令和７年度にどのように進展したのかとい

う点を踏まえ、センター運営の質の向上につながることを主眼に、評価できる事項、課題とな

る事項などについて意見を付す。 

また、令和８年４月から新たに始まった現指定管理期間４年間について、「京都市いきいき

市民活動センターの今後の在り方の基本方針」を踏まえた更なる取組の発展に向けて、各セ

ンターに対して、「令和８年度に向けた助言等」を記載する。 

 

事業報告書等 

資料2-2 



【参考：令和６年度評価報告書 北いきいき市民活動センター】 

 ア 令和６年度の評価 

評価項目 附帯意見 

市民活動支援・

活性化事業 

・ 地縁団体や社会福祉協議会との協働で市民活動と市民活動支援を着実

に広げていること、地域に根差した活動や文化的背景や地域のリソース

を活かした事業、他事業者との連携が評価できる。 

・ 子どもから高齢者、多様な立場の人々が参加可能な事業を展開すると

ともに、様々な事業を通じて地域課題解決へ貢献している点は評価でき

る。教育冊子プロジェクトや歴史・文化活動ボランティア養成は若者の

参加を促し、Win-Winの関係を築いており、今後が期待される。 

・ 船岡山西ストリートでの取組は毎年成果があり、具体的な地域課題を

話し合うプラットフォームとして活動している点が評価に値する。また、

市民活動と子どもたちの体験を掛け合わせ、様々に工夫している点も評

価できる。また、運営スタッフの「地域へ出ていく活動」も評価できる。 

貸館事業 ・ 前年度から微減ではあるものの、安定した利用件数は評価できる。 

情報の発信 
・ センター紹介パンフレットの改善に加え、ＨＰの情報発信や YouTube

での積極的な動画配信も評価できる。 

業務執行体制 

・ 施設の維持管理については、概ね問題なく行われている。 

・ 収支状況については、管理運営業務の適切な執行のために必要な経費

支出を効率的に行っている。 

イ 令和７年度に向けた助言等 

① 市民活動支援・活性化事業をはじめとする事業全般 

・ 市民団体間の交流促進に向けた仕掛けを検討することを期待する。また、アンケート調

査の詳細な分析を通じて課題を明確化し、対策を講じることを期待する。特に「どちらで

もない」という回答が多い点は、新たな市民活動創出の機会を逃している可能性があり、

今後の課題として取り組むことを期待する。 

・ 後継者となる若者世代の参画は引き続きの課題であり、単なる参加だけでなく、継承に

意欲ある若者が継続的に関わる仕組み作りを期待したい。また、必要に応じて京都市青少

年活動センターなどとの連携により、多層的なサポート体制を構築することも有効であ

る。 

② 施設管理等 

・ 左京東部いきいき市民活動センターが令和７年度末に終了することから、影響を受ける

ことが考えられる会議室等予約に係る20時間枠の弾力的運用に期待したい。 

・ 千本地域の人権教育絵本・マンガプロジェクトは興味深い内容であり、今後の展開に期

待するとともに、地域の歴史・文化活動ボランティア養成にも注力してもらいたい。 

・ 情報発信に関して、映像アーカイブ化を進め、Youtubeでの収益化や、他センターとの

共同勉強会を通じた撮影・編集・発信・周知の工夫を検討することを期待する。 

 


